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岡山県の財務書類について

１ 公会計制度導入の趣旨

３ 岡山県の財務書類

公会計制度を導入する主な意義として、次のような項目があげられます。

２ 公会計制度導入の意義
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自治体の財政状況をより総合的かつ長期的に把握し、分かりやすく公表するため、企業会計の手法を導入した公会計制度の
導入が求められていたことから、本県においても、平成２０年度決算から新たな財務書類を作成・公表しています。

・貸借対照表における「回収不能見込額」、「退職手当引当金」など、現金主義では見えにくいコストを明示することにより、資
産・負債をより正確に把握することができる。

・将来の住民負担に対する意識を高めることができる。

・普通会計だけではなく、公営企業及び第三セクター等も含めた財政状況を見ることができる。

コスト分析の活用

公社・第三セクター等との連結による、財政状況の把握

現金主義による会計処理の補完

・行政コスト計算書を作成することにより、県行政の運営にかかるコストを多角的に分析することができる。

国から「基準モデル」及び「総務省方式改訂モデル」が示され、各自治体の事情に応じて対応することとされたため、本県では、全
国的な比較可能性や、平成１９年度まで採用していた「旧総務省方式」との連続性、新たなモデルへの移行における作業負荷などを特
に考慮して、「総務省方式改訂モデル」を採用しています。

総務省方式改訂モデル

普通会計ベース及び公営企業や第三セクター等を含めた連結ベースの財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計
算書、資金収支計算書）を作成しています。

財務書類４表



岡山県の財務書類について

４ 財務書類の概要

今回作成した財務書類４表の概要と相関関係を表すと、次のようになります。

貸借対照表

資産 負債

公共資産
有形固定資産 ●●●億円

投資等 ●●●億円

流動資産
資金 ●●●億円

資産合計 ●●●億円

固定負債

地方債 ●●●億円

流動負債 ●●●億円

負債合計 ●●●億円

純資産

純資産合計 ●●●億円

行政コスト計算書

経常行政コスト ●●●億円
－

経常収益 ●●億円
＝

純経常行政コスト ●●●億円

資金収支計算書

当年度資金増減額 ●億円
＋

期首資金残高 ●億円
＝

期末資金残高 ●●●億円

純資産変動計算書

期首純資産残高 ●●●億円
－

純経常行政コスト ●●●億円

＋
県税等一般財源 ●●●億円

＋
補助金等 ●●●億円

＋
臨時損失 ●●●億円

＋
その他純資産増減 ●●●億円

＝
期末純資産残高 ●●●億円
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貸借対照表

これまでの行政活動によって形成された
資産と、その財源である県債などの負債
の保有状況を示す表

行政コスト計算書

県の資産形成とならない経常的な行政
サービスを提供するための費用と受益者
負担としての収入額を表す計算書

純資産変動計算書

将来世代に引き継ぐ蓄積資産の増減とそ
の財源を表す計算書

資金収支計算書

１年間の資金収入、資金支出の状況及び
資金残高を性質の異なる３区分に分けて
表す計算書

将来の住民負担

将来世代に
引き継ぐ資産

国からの補助金等

県税や交付税等

災害復旧事業費等

将来世代に引き継ぐ
過去からの蓄積資産

県税や国からの補助金等
で負担する行政コスト



平成２６年度財務書類（普通会計）

【貸借対照表】

（単位：億円）

２６年度 ２５年度 増減 ２６年度 ２５年度 増減

【資産の部】 【負債の部】

１　公共資産 28,860 29,217 ▲ 357 １　固定負債 15,299 15,401 ▲ 102

（１）有形固定資産 28,805 29,164 ▲ 359 （１）地方債 13,284 13,207 77

（２）売却可能資産 55 53 2 （２）長期未払金 88 89 ▲ 1

（３）退職手当引当金 1,915 2,093 ▲ 178

２　投資等 10,112 10,029 83 （４）損失補償等引当金 11 13 ▲ 2

（１）投資及び出資金 1,283 1,279 4 （５）その他固定負債 0 0 0

（２）貸付金 190 198 ▲ 8

（３）基金等 756 809 ▲ 53 ２　流動負債 1,179 1,144 35

（４）長期延滞債権 52 59 ▲ 7 （１）翌年度償還予定地方債 821 794 27

（５）地方債基準財政需要額算入見込額 7,841 7,696 145 （２）未払金 12 13 ▲ 1

（６）回収不能見込額 ▲ 10 ▲ 11 1 （３）翌年度支払予定退職手当 223 218 5

（４）賞与引当金 123 119 4

３　流動資産 768 702 66 負債合計 16,478 16,546 ▲ 68

（１）現金預金 756 689 67

（２）未収金 16 17 ▲ 1 【純資産の部】

（３）回収不能見込額 ▲ 4 ▲ 4 0 １　国補助金 6,833 6,936 ▲ 103

２　公共資産等整備一般財源等 17,582 17,576 6

３　その他一般財源等 ▲ 1,130 ▲ 1,083 ▲ 47

４　資産評価差額 ▲ 25 ▲ 26 1

純資産合計 23,261 23,403 ▲ 142

資産合計 39,739 39,949 ▲ 210 負債及び純資産合計 39,739 39,949 ▲ 210

区分 区分
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※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

■資産は、３兆９,７３９億円（対前年度比で２１０億円、０.５％の減）
・前年度に比べ、道路などの有形固定資産が３５９億円減少、基金等が経済対策関連基金の取崩しなどにより５３億円減少した一方、

地方債基準財政需要額算入見込額が臨時財政対策債の発行などにより１４５億円増加、現金預金が財政調整基金や減債基金への積立
により６７億円増加

■負債は、１兆６,４７８億円（対前年度比で６８億円、０.４％の減）
・固定負債は、臨時財政対策債が増加した一方、退職手当引当金の減少などにより１02億円減少

■資産に占める負債の割合は、４１.５％（平成２５年度は４１.４％、前年度から０.１ポイントの増）
■住民１人当たりの資産は、２０４万９千円（平成２５年度は２０５万４千円）、負債は８４万９千円（平成２５年度は８５万１千円）



【行政コスト計算書－性質別】

平成２６年度財務書類（普通会計）
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（単位：億円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

経常行政コスト（性質別）　(a) 5,459 5,413 46

１　人にかかるコスト 2,050 37.5% 2,108 39.0% ▲ 58 ▲ 1.5%

（１）人件費 1,902 34.8% 1,837 34.0% 65 0.8%

（２）退職手当引当金繰入等 25 0.5% 152 2.8% ▲ 127 ▲ 2.3%

（３）賞与引当金繰入 123 2.2% 119 2.2% 4 0.0%

２　物にかかるコスト 1,320 24.2% 1,297 24.0% 23 0.2%

（１）物件費 249 4.6% 238 4.4% 11 0.2%

（２）維持補修費 100 1.8% 90 1.7% 10 0.1%

（３）減価償却費 972 17.8% 969 17.9% 3 ▲ 0.1%

３　移転支出的なコスト 1,924 35.2% 1,836 33.9% 88 1.3%

（１）社会保障給付 115 2.1% 111 2.1% 4 0.0%

（２）補助金等 1,544 28.2% 1,452 26.8% 92 1.4%

（３）その他 265 4.9% 273 5.0% ▲ 8 ▲ 0.1%

４　その他行政コスト 165 3.1% 171 3.1% ▲ 6 0.0%

（１）支払利息 151 2.8% 163 3.0% ▲ 12 ▲ 0.2%

（２）回収不能見込計上額 5 0.1% 6 0.1% ▲ 1 0.0%

（３）その他行政コスト 9 0.2% 1 0.0% 8 0.2%

経常収益　(b) 125 128 ▲ 3

１　使用料・手数料 79 63 16

２　分担金・負担金・寄附金 46 64 ▲ 18

純経常行政コスト(a)-(b) 5,334 5,285 49

２６年度
区分

２５年度 増減

※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

２－（３）減価償却費
土地を除く各固定資産の耐用年数

に基づき算出された当年度中の資産
価値の減少額

３ 移転支出的なコスト
県民に対する給付や市町村など他

団体への補助等
社会保障関係費の多くは補助金や

負担金として市町村等に支払われる
ため、（２）補助金等に計上

純経常行政コスト
県税や地方交付税、国からの補助

金など、受益者負担以外の財源で負
担するコスト

■経常行政コストは、５,４５９億円（対前年度比で４６億円、０.８％の増）
・国に準じた給与支給削減措置が終了した一方、退職手当負担見込額の減少などにより、人にかかるコストが５８億円の減
・道路や河川の維持補修経費の増加などにより、物にかかるコストが２３億円の増
・社会保障関係費や地方消費税市町村交付金の増加などにより、移転支出的なコストが８８億円の増
・支払利息の減少などにより、その他行政コストが６億円の減

■純経常行政コストは、５,３３４億円（対前年比で４９億円、０.９％の増）
■住民１人当たりの経常行政コストは、２８万１千円（平成２５年度は２７万８千円）



平成２６年度財務書類（普通会計）
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※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

（単位：億円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

経常行政コスト（目的別） 5,459 5,413 46

教育 1,656 30.3% 1,684 31.1% ▲ 28 ▲ 0.8%

福祉 987 18.1% 951 17.6% 36 0.5%

生活インフラ・国土保全 796 14.6% 775 14.3% 21 0.3%

産業振興 653 11.9% 631 11.6% 22 0.3%

警察 436 8.0% 437 8.1% ▲ 1 ▲ 0.1%

総務 272 5.0% 275 5.1% ▲ 3 ▲ 0.1%

環境衛生 154 2.8% 184 3.4% ▲ 30 ▲ 0.6%

その他 506 9.3% 475 8.8% 31 0.5%

増減
区分

２６年度

内

　

訳

２５年度

【行政コスト計算書－目的別】

■教育、福祉が大きなウエイトを占めている。
■退職手当の見直しによる退職手当引当金の減少などにより、教育に関するコストが減
■国民健康保険に係る費用や安心子ども基金を活用した事業の増加などにより、福祉に関するコストが増

行政目的における区分

教育

福祉

生活インフラ・国土保全

産業振興

警察

総務

環境衛生

決算統計上の区分

教育費

民生費

土木費

労働費、商工費、農林水産業費

警察費

総務

衛生費

参考：区分の読み替え



平成２６年度財務書類（普通会計）

【純資産変動計算書】 【資金収支計算書】

（単位：億円）

２６年度 ２５年度 増減

期首純資産残高(A) 23,403 23,335 68

5,334 5,285 49

4,355 4,185 170

地方税 2,118 2,008 110

地方交付税 1,689 1,692 ▲ 3

その他行政コスト充当財源 548 485 63

718 866 ▲ 148

26 30 ▲ 4

1 13 ▲ 12

その他(G) 144 318 ▲ 174

期末純資産残高 23,261 23,403 ▲ 142

区分

 (A)+(C)+(D)+(F)+(G)-(B)-(E)

資産評価替えによる変動額(F)

純経常行政コスト(B)

一般財源(C)

補助金等受入(D)

臨時損失(E)
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（単位：億円）

２６年度 ２５年度 増減

経常的収支の部

支出合計 4,417 4,328 89

収入合計 5,543 5,621 ▲ 78

経常的収支額 1,126 1,293 ▲ 167

公共資産整備収支の部

支出合計 819 909 ▲ 90

収入合計 617 713 ▲ 96

公共資産整備収支額 ▲ 202 ▲ 196 ▲ 6

投資・財務的収支の部

支出合計 1,671 1,805 ▲ 134

収入合計 689 753 ▲ 64

投資・財務的収支額 ▲ 982 ▲ 1,052 70

支出合計 6,907 7,042 ▲ 135

収入合計 6,849 7,087 ▲ 238

当年度歳計現金増減額 ▲ 58 45 ▲ 103

期首歳計現金残高 160 115 45

期末歳計現金残高 102 160 ▲ 58

区分

※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。 ※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

■期末純資産残高は、２３,２６１億円
■補助金等の受入の減及び臨時財政対策債の発行額の減などか

ら、純資産は期首残高と比べ、１４２億円（0.６％）の減

■収入は６,８４９億円、支出は６,９０７億円であり、収支
差額は５８億円のマイナスとなり、期末歳計現金残高は
１０２億円



平成２６年度財務書類（連結ベース）

普通会計への連結の範囲は、地方公営企業会計（９事業）、一部事務組合（１団体）、地方独立行政法人（２団体）、地方
三公社（１団体）、一定の要件（県からの出資比率が２５%以上等）を満たす第三セクター（２８団体）となっています。

なお、連結に当たって、普通会計と各事業・団体間の未収・未払金、出資金、貸付金などの内部取引は相殺消去しています。
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連結対象団体 ９事業・３２団体

・電気事業 ・宅地造成事業（その他）

・工業用水道事業 ・下水道事業

・港湾整備事業 　（流域下水道事業）

・市場事業 ・下水道事業

・と畜事業 　（特定環境保全公共下水道事業）

・宅地造成事業（臨海土地造成）

地方独立
行政法人

・岡山県立大学 ・岡山県精神科医療センター

・健康の森学園 ・倉敷スポーツ公園 ・吉備高原都市サービス

・岡山県林業振興基金 ・岡山県下水道公社 ・岡山県食肉センター

・中国四国酪農大学校 ・吉井川水源地域対策基金 ・岡山空港ターミナル

・岡山県暴力追放運動推進センター ・岡山県漁業信用基金協会 ・井原鉄道

・岡山県体育協会 ・児島湖流域水質保全基金 ・岡山県健康づくり財団

・岡山県農林漁業担い手育成財団 ・岡山県生活衛生営業指導センター ・吉備高原学園

・岡山県水産振興協会 ・水島港国際物流センター ・岡山県環境保全事業団

・岡山県国際交流協会 ・オービス ・岡山県産業振興財団

・岡山県郷土文化財団 ・岡山県福祉事業団

・岡山県動物愛護財団 ・岡山シンフォニーホール

第三
セクター

連結対象事業・団体一覧

地方公営
企業会計

一部
事務組合

地方
三公社

・広域水道企業団

・岡山県土地開発公社



平成２6年度財務書類（連結ベース）

【貸借対照表】

（単位：億円）

２6年度 ２５年度 増減 ２6年度 ２5年度 増減

【資産の部】 【負債の部】

１　公共資産 31,337 31,929 ▲ 592 １　固定負債 16,614 16,465 149

（１）有形固定資産 30,930 31,458 ▲ 528 （１）地方公共団体地方債 13,872 13,842 30

（２）無形固定資産 352 418 ▲ 66 （２）関係団体借入金等 335 322 13

（３）売却可能資産 55 53 2 （３）長期未払金 89 89 0

（４）引当金 2,003 2,181 ▲ 178

２　投資等 10,089 9,999 90 （５）その他 315 30 285

（１）投資及び出資金 979 984 ▲ 5

（２）貸付金 106 112 ▲ 6 ２　流動負債 1,339 1,302 37

（３）基金等 1,032 1,083 ▲ 51 （１）翌年度償還予定地方債 921 896 25

（４）長期延滞債権 52 59 ▲ 7 （２）短期借入金 7 7 0

（５）その他 7,929 7,772 157 （３）未払金 45 41 4

（６）回収不能見込額 ▲ 10 ▲ 12 2 （４）翌年度支払予定退職手当 223 218 5

（５）賞与引当金 127 122 5

３　流動資産 1,446 1,383 63 （６）その他 15 18 ▲ 3

（１）資金 1,091 1,020 71

（２）未収金 42 44 ▲ 2 負債合計 17,953 17,767 186

（３）販売用不動産 206 222 ▲ 16

（４）その他 117 110 7 【純資産の部】

（５）回収不能見込額 ▲ 10 ▲ 12 2

純資産合計 24,919 25,544 ▲ 625

資産合計 42,871 43,311 ▲ 440 負債及び純資産合計 42,871 43,311 ▲ 440

区分 区分
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※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

■資産は、４兆２,８７１億円（対前年度比で４４０億円、１.０％の減）
■負債は、１兆７,９５３億円（対前年度比で１８６億円、１.０％の増）

・普通会計で６８億円減少した一方、地方公営企業会計制度の見直しなどにより、連結ベースでは１８６億円の増
■資産に占める負債の割合は、４１.９％（平成２５年度は４１.０％）



平成２６年度財務書類（連結ベース）

【行政コスト計算書】

（単位：億円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

経常行政コスト(a) 5,816 5,760 56

人にかかるコスト 2,142 36.8% 2,196 38.1% ▲ 54 ▲1.3%

物にかかるコスト 1,532 26.3% 1,498 26.0% 34 0.3%

移転支出的なコスト 1,855 31.9% 1,769 30.7% 86 1.2%

その他行政コスト 287 5.0% 296 5.2% ▲ 9 ▲0.2%

経常収益(b) 492 482 10

使用料・手数料 79 63 16

分担金・負担金・寄附金 51 56 ▲ 5

事業収益 299 315 ▲ 16

その他特定行政サービス収入 63 47 16

純経常行政コスト(a)-(b) 5,323 5,278 45

２６年度
区分

２５年度 増減
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※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

■純経常行政コストが５,３２３億円であり、普通会計に比べ小さくなっていることから、連結ベースであっても県税や地方交付税など
で負担するコストは増加していない。

■経常収益については、土地開発公社において公有地取得事業収益が減少した一方、普通会計において、県立学校の授業料が増加した
ことなどにより増加している。

-目的別-

-性質別-

（単位：億円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

経常行政コスト(目的別) 5,816 5,760 56

教育 1,677 28.8% 1,704 29.6% ▲ 27 ▲0.8%

福祉 1,023 17.6% 987 17.1% 36 0.5%

生活インフラ・国土保全 934 16.0% 906 15.7% 28 0.3%

産業振興 724 12.4% 704 12.2% 20 0.2%

警察 436 7.5% 438 7.6% ▲ 2 ▲0.1%

総務 273 4.7% 276 4.8% ▲ 3 ▲0.1%

環境衛生 226 3.9% 250 4.3% ▲ 24 ▲0.4%

その他 523 9.1% 495 8.7% 28 0.4%

２６年度
区分

内

　

訳

２５年度 増減

※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。



平成２６年度財務書類（連結ベース）

【純資産変動計算書】

（単位：億円）

２６年度 ２５年度 増減

期首純資産残高(A) 25,544 25,450 94

純経常行政コスト(B) 5,323 5,278 45

一般財源(C) 4,355 4,185 170

地方税 2,118 2,008 110

地方交付税 1,689 1,692 ▲ 3

その他行政コスト充当財源 548 485 63

補助金等受入(D) 244 879 ▲ 635

臨時損失(E) 23 20 3

出資の受入・新規設立(Ｆ) 0 0 0

資産評価替えによる変動額(Ｇ) 9 13 ▲ 4

その他(Ｈ) 113 314 ▲ 201

期末純資産残高 24,919 25,544 ▲ 625

 (A)+(C)+(D)+(F)+(G)+(Ｈ)-(B)-(E)

区分
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※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

■純資産残高は、２４,９１９億円（期首期末差額は６２５億
円、２.４％の減）

【資金収支計算書】

※各項目毎に四捨五入しているため、合計とは一致しないことがある。

（単位：億円）

２６年度 ２５年度 増減

経常的収支の部

支出合計 4,669 4,526 143

収入合計 5,919 5,969 ▲ 50

経常的収支額 1,249 1,443 ▲ 194

公共資産整備収支の部

支出合計 918 1,024 ▲ 106

収入合計 646 762 ▲ 116

公共資産整備収支額 ▲ 272 ▲ 262 ▲ 10

投資・財務的収支の部

支出合計 1,822 2,028 ▲ 206

収入合計 792 880 ▲ 88

投資・財務的収支額 ▲ 1,031 ▲ 1,148 117

当年度資金増減額 ▲ 53 34 ▲ 87

期首資金残高 491 457 34

期末資金残高 438 491 ▲ 53

区分

■収入は７,３５７億円、支出は７,４０９億円であり、収支差
額は５３億円のマイナスとなり、資金残高は４３８億円



財務書類を用いた各種分析

（１）普通会計財務書類を用いた分析

● 行政コスト対税収等比率

「行政コスト計算書」に示す純経常行政コストに対する一般財源等の比率から、どれだけが当年度の負担で賄われたかを
見ることができます。

（単位：百万円）

２６年度 ２５年度 ２４年度

490,395 483,226 456,770

533,417 528,485 533,889

108.8% 109.4% 116.9%

一般財源等 Ａ

純経常行政コスト Ｂ

Ｂ÷Ａ

この比率が１００％を超えている場合、過去からの資産の蓄積が取り崩されたか、翌年度以降に引き継ぐ負債が増加したと
ことになります。本県では臨時財政対策債の発行や国の経済対策で造成した基金を活用した事業の実施などにより、１００％
を超える比率となっています。

● 地方債の償還可能年数

資金収支計算書に示す「経常的収支」で、当年度末時点での地方債残高を除することにより、経常的に確保できる資金で
返済した場合に、何年で返済できるかを見ることができます。

（単位：百万円）

２６年度 ２５年度 ２４年度

112,573 129,345 104,742

1,420,499 1,410,279 1,385,601

12.6 10.9 13.2

経常的収支額 Ａ

地方債残高 Ｂ

Ｂ÷Ａ
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財務書類を用いた各種分析
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● 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

社会資本等形成の結果を表す公共資産について、将来の償還等が必要な地方債等の負債によって形成された割合を見るこ
とにより、社会資本等形成における将来世代と現世代の負担のバランスを把握することができます。

（単位：百万円）

２６年度 ２５年度 ２４年度

2,886,008 2,921,712 2,949,464

1,420,499 1,410,279 1,385,601

49.2% 48.3% 47.0%

公共資産合計 Ａ

地方債等残高 Ｂ

Ｂ÷Ａ

この比率が上昇している場合、社会資本等の形成において、将来世代の負担が多くなっていることになります。将来世代に
過度な負担を残すことのないよう、バランスの取れた財政運営に努める必要があります。



財務書類を用いた各種分析

（２）連結財務書類を用いた分析

● 連単倍率

普通会計に対して、連結後の数値が何倍の規模になっているかを算出することにより、普通会計以外の資産、負債等の規
模を見ることができます。

（単位：百万円）

普通会計 連結純計 連単倍率

3,973,917 4,287,143 1.08 1.08 1.08 1.09

うち流動資産 76,752 144,587 1.88 1.97 2.33 2.46

1,647,786 1,795,266 1.09 1.07 1.08 1.08

うち流動負債 117,892 133,902 1.14 1.14 1.17 1.17

2,326,130 2,491,877 1.07 1.09 1.09 1.09

２３年度２４年度

２６年度

資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

２５年度

資産合計、負債合計、純資産合計の連単倍率は過去数年間、ほぼ横ばいであり、普通会計とそれ以外の連結対象事
業・団体の規模の比率はあまり変動していません。一方、流動資産の連単倍率は平成２６年度決算で１.８８となり、
年々低下しています。これは、毎年度、財政調整基金や減債基金へ積立を行っていることにより、普通会計における
「手持ち現金」が増加していることを示していますが、大規模災害等の不測の事態や今後も発生が見込まれている収
支不足に備えるとともに、県債償還に係る負担を平準化するため、引き続き、両基金への着実かつ計画的な積立を行い、
持続可能な財政運営に努めます。
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